津市の新最終処分場整備構想等検討に係る意見について

平成２０年３月
津市新最終処分場整備構想等検討委員会
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はじめに
津市（旧津地区広域圏粗大ごみ処理施設組合）におきまして、平成８年度に新最終処分場の候補地が選定されて以来、候補地である地元地区住民の理解を得るため努力されて参りましたが、候補地地元住民の理解を得ることが困難等、今後の見通しがつかないことから、全国的に事例の少ない候補地の公募という施策を取られました。その結果、複数の応募があり、今後、新最終処分場の早期建設に邁進していただけるものと期待しております。

そのような中、本検討委員会は、津市が目指す安全で安心な新最終処分場の整備構想を検討するにあたり、必要な助言又は意見を述べ、より良い方策を市長に意見具申するため、平成１９年６月に設置されました。今回の意見を取りまとめるまでに、３回の検討委員会を開催するほか、各委員が担当課と協議を重ね検討を行って来ました。

本検討委員会には、津市が作成した「新最終処分場整備構想等検討報告書（案）」が参考資料として提出され、それを基本に、より安全で安心な津市に相応しい新最終処分場の整備構想等について議論・意見交換を行いました。

ここに、議論の内容を本検討委員会の意見として取りまとめました。

１　廃棄物行政を取り巻く環境について
　　２０世紀の時代は、大量生産、大量消費の社会経済活動により、私たちの日常生活に利便性や豊かさをもたらしましたが、その反面、大量廃棄型、いわゆる「使い捨て」の生活や事業活動によって大量の廃棄物が発生しました。しかし、日本は狭い国土であるがゆえに廃棄物の最終処分場の不足が深刻な問題となりました。
　　また、地球温暖化による異常気象や石油などの資源の枯渇など、地球全体の環境問題が起きています。
　　このような状況の中、国においては、天然資源の消費を抑制し環境への負荷を軽減する循環型社会の構築に取り組んでいます。

　　また、三重県においては、有限な資源の消費を抑制し、環境への負荷を限りなく低減するため、「ごみゼロ」に取組んでいます。
　　こうした、国、県の取組は、リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再利用）、いわゆる３Ｒの推進が基本となっており、今後、より一層の各自治体による３Ｒの推進が求められています。


２　津市のごみの現状とあり方について
　　津市のごみ排出量は、ここ数年減少傾向にあり資源化量は増加傾向にあります。
　　埋立量については、平成１１年度をピークに経年的に減少しています。埋立量の半数以上を占めている産業廃棄物については、開設当初から受け入れを行ってきていますが、平成２０年４月から受け入れをしない方向で検討されていることは、思い切った施策であり、非常に評価できます。しかし、今後、不法投棄の増加など懸念されることから、徹底的なＰＲが重要です。
　　また、ごみ処理に要している経費や将来予想される経費などを市民に提示するなどの分別への意識づけも重要です。
　　なお、全市の分別の足並みがそろわないとなかなかごみ減量は難しいので、早期の統一とさらなる分別の徹底をこれまで以上に市民に協力をいただけるような努力が必要です。
３　近年における最終処分場について

一般廃棄物最終処分量は、全国的に見ても年々減少してきていますが、最終処分すべき廃棄物の適正処分は今後とも確保されなければなりません。しかし、最終処分場の適地の減少や住民の不信感などから、新たな最終処分場の確保がますます困難な状況となっています。
こうした状況の中、安全性や機能性が高く、周辺地域住民にも受け入れられやすい最終処分場として、覆蓋型の最終処分場（クローズドシステム処分場）が近年、脚光を浴びてきています。
本検討委員会においても、千葉県香取市伊地山地先に位置する第二伊地山一般廃棄物最終処分場（覆蓋型）を視察しましたが、その安全性を再確認したところです。
現在全国には、約１８００箇所の一般廃棄物最終処分場があり、うち、平成9年度を皮切りに自治体への導入が除々に増えてきた覆蓋型の最終処分場が建設中を含め４３箇所あります。
４　津市の新最終処分場施設について
津市が目指す新最終処分場施設のコンセプトを、「自然環境や景観を損なうことのない施設配置や、緑地公園の整備などをイメージし、市民の憩いの場を提供するとともに、安全で安心な施設整備を行う」としています。

同市では、最終処分場に加え、粗大ごみ処理施設、リサイクルセンター及び環境学習推進施設の併設を考えていますが、このコンセプトに見合うような施設の整備や配置などに十分配慮する必要があります。
　(1)　最終処分場について
現在、最終処分場の形式としては、オープン型とクローズド型（覆蓋を設置した処分場）がありますが、周辺地域住民の不安を少しでも払拭するという点においては、クローズド型を採用することが肝要であると考えます。その理由としては、
①ごみや粉じんの場外への飛散防止が図れる。
②浸出水の無放流化が可能である。

③周辺環境との調和が図れる。
④天候に左右されず、安定化促進が図れる。
など、従来のオープン型に比べ、優れた点が多く周辺地域住民により一層安心していただけるのではないかと考えます。

しかし、物を作れば大小に関わらず、必ずリスクは存在することから、例えば、異常気象等に対する対応や遮水設備などについて、周辺地域住民とリスクコミュニケーションを十分行うことが重要です。
　　　一方、この種の施設は、市民が親しみの持てるような施設とすることが望ましいと考えます。例えば、未埋立区画の活用を工夫したり、埋立地を砂時計に例え、こどもの成長のメモリアル施設として、また、津市のごみゼロへのカウントダウンを重ね合わせるような施設として工夫するなど、他市に事例のない埋立地の活用を先進的に取組んでいただきたい。
また、本検討委員会の議論としては、新最終処分場整備構想等検討報告書（案）のケース４の15年間の予測埋立量は極めて大胆な提案ですが、ぜひとも市（行政）と市民が一体となってその達成に向け頑張っていただき、今後作成される一般廃棄物処理基本計画において、ケース４が達成されるような施策の展開を期待します。
■ケース別予測埋立量（15年間）
	ケース
	将来予測の考え方
	埋立量

	ケース３
	現況からさらにリサイクル率の向上、減容化などの資源化を推進し、産業廃棄物は受け入れない場合
	約37万m3

	ケース４
	直接最終処分量を抑制し、資源化または中間処理（焼却処理）への転換を図り、さらに、前処理等の高度化・高性能化によって、その不燃残渣による最終処分量を削減する場合（産業廃棄物は受け入れない）
	約22万m3


※出展：新最終処分場整備構想等検討調査報告書（津市：平成20年3月）
　
(2)　中間処理施設について
　　　中間処理は、最終処分量をゼロにするために欠かせない工程であり、リサイクル（資源化）や選別精度の向上を図るには、分別の徹底が重要です。特に、粗大ごみ処理施設における破砕後のごみについては、最終処分量を極力少なくするため、徹底した分別が必要です。（精選選別、手選別など）

　　　こうしたリサイクルは、市場価格に左右されがちですが、ごみゼロという理念のもと、採算ベースに捉われず徹底したリサイクルに努める必要があります。しかし、マーケットのないリサイクルは成り立たたず、つまり、引き取り手がなければ、リサイクルしてもただのごみとなるので、理念と現実を見据えながら検討すべきです。
また、粗大ごみ処理施設及びリサイクル施設ついては、処理設備はもとより、ストックヤードやごみの積み下ろし作業を含め、騒音や振動の防止、埃やごみの飛散防止のため、全て屋内に設置することが望ましいと考えます。
なお、焼却処理施設については、今後も引き続き既存施設を活用していくこととしていることから、今回、検討は行っていませんが、将来的には、新たなごみ処理体系の構築を検討する上で、近年全国的にも採用事例の多い溶融処理についても、一つの選択肢として検討していく必要があります。
　(3)　環境学習推進施設について
　　　環境学習推進施設については、学習、体験、研究といった機能に加え、リサイクル工房を兼ね備えた施設が考えられます。特に、研究機能については、津市の約６割を占める森林に目を向け、産学官の連携による間伐材等を利用したバイオマスエネルギーの研究など、津市独自の研究を行うことが考えられます。
また、学習、体験等の機能については、その管理運営を環境ＮＰＯ等に委ね、市民による市民のための施設として位置付けるなど、市民が自由に利用できる体制づくりが必要です。

さらに、学校教育と連携した環境教育施設としたり、実体験を組み入れた環境実践教育の場とするなど工夫をし、開館当初の来場者を維持できるような、持続可能な施設となるような検討が必要です。
　(4)　付帯施設について

　　　附帯施設については、緑地公園やビオトープなど、自然を体験できる施設や市民の憩いの場となるリクリエーション施設を検討していますが、市内に既に設置されている施設との重複を避けるように配慮し、また、コアな教育施設としての位置付けが重要です。
また、津市独自の四季折々の花木を植栽するなど、市外、県外からも人が訪れるような施設とすることが望ましいと考えます。
５　その他
・　「安全で安心していただける最終処分場を整備します」と説明を繰り返し行っても、周辺地域住民の不安や不信感は、容易には払拭できません。安全性ばかりを強調するのではなく、万が一の事故や災害に対するリスクコミュニケーションが重要となってきます。
また、周辺だけではなく、広く市民に理解を求めることも重要です。そのため、市広報やホームページのほか、メディアを利用した啓発などを考える必要があります。
　　・　供用開始後の施設の監視については、地元と協定や覚書を交わすことが考えられますが、このほか、経済効果を生み出すような施設とすることで、地元に雇用の場を提供し、この場を通じ住民自ら監視するといった方法も考えられます。
　　・　今回、新最終処分場施設を設置するに当たり、12ha以上の広大な土地を求めていますが、埋立完了後の跡地利用については、周辺地域住民と十分協議した上で、地域の活性化に繋がるような施設整備等に配慮する必要があります。
おわりに
津市は、新最終処分場の建設候補地が決まらないという厳しい状況の中で、現在の最終処分場の状況等を考慮し、いずれ検討を要する最終処分場の処理方式や、整備構想等を昨年度と今年度にかけて検討を行ってきました。
その結果、津市が目指す新最終処分場施設の一定の方向性が示されたのではないかと思います。
また、昨年度と同様に本検討委員会は、公開の場で議論してきましたが、それは、これまで検討してきた最終処分場等について、その安全性や自然環境への配慮など、市の取り組む姿勢を市民に示したこととなりますので、今後、市はそれらを実現できるよう、誠意をもって取り組んでいく必要があると思います。
今回、建設候補地を募集し数件の応募があったと聞きましたが、候補地を選定するに当たっては、周辺地域住民の方々がどのような点を不安に思っているのか、また、疑問を持っているのかなど、住民の立場になって考え、納得していただける説明が必要となってきます。これには、既述したとおり、十分なリスクコミュニケーションを行うことが重要であると思います。
　最後に、新最終処分場の建設は、市民共通の願いです。本検討委員会といたしましても、一日も早く新最終処分場が建設できることを願っております。


■新最終処分場整備構想等検討委員会　名簿

　 委員長　笠倉忠夫　元豊橋技術科学大学教授

　委　員　岩崎恭典　四日市大学総合政策学部教授
　委　員　藤間幸久　元名古屋大学教授




委員会の開催経過





　　平成１９年１１月　６日　　第１回検討委員会


・津市のごみの現状とあり方について


・新最終処分場施設の検討について


　　平成１９年１２月１４日　　第２回検討委員会


・中間処理施設の検討について


・環境活動推進施設の検討について


・施設の全体イメージの検討について


　　平成２０年　２月２２日　　第３回検討委員会


・施設配置の検討について


・跡地（先行）利用の検討について


・概算工事価格の検討について


・その他の検討事項について
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